
貸 借 対 照 表 

（2024 年６月 30 日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 

流 動 資 産 5,690,633 流 動 負 債 4,821,449 

現 金 及 び 預 金 800,309 工 事 未 払 金 211,283 

売 掛 金 291,762 短 期 借 入 金 408,480 

販 売 用 不 動 産 1,842,926 １年内償還予定の社債 41,000 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 2,609,611 １年内返済予定の長期借入金 242,124 

未 成 工 事 支 出 金 69,559 未 払 金 34,726 

材 料 貯 蔵 品 604 未 払 費 用 2,858 

前 渡 金 17,820 未 払 法 人 税 等 4,881 

前 払 費 用 18,570 前 受 金 278,500 

立 替 金 36,369 預 り 金 5,987 

未 収 入 金 3,099 賞 与 引 当 金 3,450 

固 定 資 産 284,527 未 払 消 費 税 等 10,557 

有 形 固 定 資 産 6,953 不動産特定共同事業出資受入金 3,577,600 

建 物 6,484 固 定 負 債 563,230 

工 具 器 具 備 品 469 社 債 83,000 

無 形 固 定 資 産 18,003 長 期 借 入 金 472,764 

借 地 権 2,000 役員退職慰労引当金 6,761 

ソ フ ト ウ エ ア 16,003 預 り 保 証 金 705 

投 資 そ の 他 の 資 産 259,569 負 債 合 計 5,384,679 

投 資 有 価 証 券 2,475 （ 純 資 産 の 部 ） 

出 資 金 136,422 株 主 資 本 590,481 

長 期 前 払 費 用 1,518 資 本 金 100,000 

前 払 年 金 費 用 1,332 資 本 剰 余 金 4,467 

繰 延 税 金 資 産 15,213 資 本 準 備 金 4,467 

差 入 保 証 金 102,606 利 益 剰 余 金 496,214 

そ の 他 利 益 剰 余 金 496,214 

繰 越 利 益 剰 余 金 496,214 

自 己 株 式 △10,200

純 資 産 合 計 590,481 

資 産 合 計 5,975,161 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,975,161 



損 益 計 算 書 
2023 年 ７ 月 １ 日から 

2024 年 ６ 月 30 日まで 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高 4,124,929 

売 上 原 価 3,356,453 

売 上 総 利 益 768,475 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 649,310 

営 業 利 益 119,164 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 7 

受 取 配 当 金 8,516 

出 資 金 評 価 益 4,950 

雑 収 入 8,018 21,493 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 19,348 

社 債 利 息 678 

不動産特定共同事業分配金 129,130 149,157 

経 常 損 失 8,499 

特 別 利 益 

債 務 免 除 益 57,700 57,700 

税 引 前 当 期 純 利 益 49,201 

法人税、住民税及び事業税 4,899 

法 人 税 等 調 整 額 △13,061 △8,162

当 期 純 利 益 57,363 



個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 販売用不動産、仕掛販売用不動産、 個別法による原価法（貸借対照表価額は

未成工事支出金          収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

② 材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

（３）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法 

ただし、2016 年４月１日以降に取得し

た建物は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物 ３～15 年 

工具器具備品 ５年 

② 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについて

は、３～５年で償却しております。 

③ 長期前払費用 均等償却 

（４）引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事

業年度に見合う分を計上しております。 

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務を上回ったため、この

差額を前払年金費用に計上しております。 



③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

（５）収益及び費用の計上基準

① 戸建住宅及び賃貸アパートの販売

戸建住宅及び賃貸アパートの販売は、用地の仕入から施工まで行った戸建住

宅を一般消費者へ販売する事業と、賃貸アパートを投資用不動産として販売す

る事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義

務を負っております。 

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引

渡時点において収益を認識しております。 

② 戸建住宅の請負

戸建住宅の請負は、戸建住宅の建築工事を請け負う事業であり、履行義務を

充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義

務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプッ

ト法によっております。

ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ

る時点までの期間がごく短い工事契約については、一定の期間にわたり収益を

認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を

認識しております。 

③ コンサルティング料

業務委託契約書に基づき建設業者に対して、建築工事の注文者の紹介や工事

請負契約締結の交渉等を行う義務を負っております。 

当該履行義務は工事請負契約が締結され、建築請負価格に基づき算定された

コンサルティング料金額について、建設業者から承認を得た時点で充足される

ものであり、当該時点において収益を認識しております。 

2．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式に関する事項

株式の種類 
当事業年度期首 

（株） 
増加（株） 減少（株） 

当事業年度末 

（株） 

普通株式 468,500 - - 468,500 

（２）自己株式に関する事項

株式の種類 
当事業年度期首 

（株） 
増加（株） 減少（株） 

当事業年度末 

（株） 

普通株式 20,000 - - 20,000 



3．収益認識に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会

計方針に係る事項に関する注記 （５）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。  

損益計算書に計上している売上高のうち、顧客との契約から生じる収益は、

4,053,092 千円であります。










